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研究成果の概要（和文）： 
目的 外国籍の子どもたちの生活支援、特にメンタルヘルスに関する支援は往々にして不足し

がちである。今回、浜松市内の外国人学校に在籍し、不登校もしくは何らかのメンタルヘルス

の問題を抱える児童の実態を把握し、支援のための基礎資料とする。 
方法 浜松市西区の南米系外国人学校（ムンド・デ・アレグリア）に在籍する 4～17 歳の児童・

生徒（ブラジル・ペルー人）166 名（うち女性 76 名）に対し、教員評定による「生活の困難さ

評価尺度」である SDQ（Strengths and Difficulties Questionnaire）を施行した。 
結果 166 名中、SDQ に基づく評価で「要精査」に該当する児は 20 名、12%であった。「要精

査」の割合は、男女、年齢ごとに大きく異なっていた。4~10 歳では男児が女児より有意に「要

精査」となる割合が高かったが、11~14 歳では男女とも 10%を超す高い「要精査」率を示し、

また男女差は有意ではなかった。困難の領域ごとに解析すると、情緒（不安・抑うつ）から「要

精査」となった児において、教員の評価と実際の学習の困難度に開き（後者が高くなる傾向）

が認められた。 
一方、不登校の 9 名はいずれも SDQ によって「要精査」とは判定されなかった。彼らの不登校

の背景にあったものは、それまでの日本人学校における不適応であり、SDQ で評価されるメン

タルヘルスの問題ではないことが示された。 
結語 外国人学校の子どもたちには、低年齢からさまざまなメンタルヘルスの問題が高頻度に

認められた（全体で 12%が要精査）。児に対する支援の必要性は、教員の感ずる支援の必要性

とずれが見られ、特に抑うつ・不安などの情緒の問題についてそのずれが大きくなる傾向が明

らかであった。  
 
研究成果の概要（英文）： 
Objective: Mental health of foreign-born school-age students are generally regarded as poor in Japan.  
To estimate need for mental health support among those children, we examined mental health as well as 
related factors including school-readiness of children of a school for Latin-American children in 
Hamamatsu, Japan.   
Method: The participants were 166 children (age: 4 to 17 years, male-female ratio: 90:76), including 41 
Peruvians and 125 Brazilians.  To assess mental health and school-readiness, we adopted the Strengths 
and Difficulties Questionnaire, scored by teachers in charge of the participating children.   
Results: Among 166 children, 20 children (12%) were considered to have mental health problem. For 
those aged 4 to 10 years, boys showed a significantly higher proportion of those with the problem than 



did girls.  However, the proportion was high and showed no difference between boys and girls.  The 
detail analysis of mental health problems indicated that those with definite emotional problems (anxiety 
and depression), in spite of a low percentage among the participating children (2%), were more likely to 
have difficulties in learning (42%) than was thought by the teachers in charge (22%).  Among children 
showing “absenteeism” (N=9), no children were assessed to have mental health problem.  The reasons 
for absenteeism were thought to derive from language difficulties in a former school.   
Conclusion: Proportion of those with mental health problem that is required to be intervened is high 
(12%) in children at a school for foreign-born students.  The demand for help or intervention for those 
children should be considered higher than teachers would estimate.  
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１．背景 
 

国外移住という行動には、出身国を離れざる
を得ない複雑な個人的、社会的背景とともに、
時に言葉も通じない他国に定着する上での多
大なストレスが伴う。移民のメンタルヘルスは一
般に低い水準にあるとの Bhugra (2004) の指摘
は一面で正しく、実際、難民として西欧にたどり
着いた移民には、メンタルヘルス上の重大な懸
念（たとえば、外傷後ストレス性障害の有病率が
約 10％）のあることが一致して指摘されている
（Fazel et al., 2005）。ところが、移民の子どものメ
ンタルヘルスの調査結果には、細かな差異を別
にすれば、興味深い一致傾向がある。すなわち、
移民の子どもは、移住先の現地の子どもと比べ
て、メンタルヘルスの水準に大きな差がないとい
う（Pumariega et al., 2005、Vollebergh et al., 2005
による）。しかし、この見解は、近年のわが国に
おける外国籍の、特に「外国人集住都市」の子
どもたちの実態と一致していないのではないかと
考えられる。これは、かの国々と我が国の移民
政策の違い以外にも要因がある。 
 入国管理統計よれば、近年、海外から年 8－
10 万人ほどの労働人口の流入超過が続いてい
る。「デカセギ」とよばれる、20-30 歳代を中心とし
た南米移住日本人子孫の流入が中心であり、東
海道ベルト地帯の製造業都市で働き、高い定着
度を示している（国勢調査、2002；OECD 2006）。
これにともなって、「呼び寄せ移民」および日本
での出産が急激に増えており（加藤、2004）、外
国籍の子どもの数の急増につながっている。一
方で、子どもたちが日本語を学ぶ機会は極めて
限られており、日本の公立学校に通い日本語を
学んでいる子どもでさえ、その 3 割は勉強につ
いていけないという（朝日新聞、2006 年 5 月 25
日）。高等教育への機会も限られ、統計からは
高校進学率が非常に低いことが推察される（文
部科学省、2005）。以上から、外国人集住都市
における外国籍の子どもたちの日本への適応を
促す態勢の不備、すなわちニーズに対するサプ
ライの不足は明らかであり、このことが翻ってメン
タルヘルスへの負の影響を与える可能性が浮か
び上がる。 
 これに関連して、浜松市はわが国最大の南
米国籍者の集住都市である。ブラジル人 1 万
3 千人をはじめとして、ペルー人 2 千人が暮
らしているが（HICE, 2011）、人口動態は極め
て流動的であり、労働力の定着度も低い。し
たがって、その子どもの学校への定着度も同
様に低く、就学→退学→転校→就学→…のよ
うなかたちで浜松市をはじめとして東海道
ベルト地帯の学校を転々とすることが珍し
くない。すなわち、南米国籍者の子どもの教

育機会の不備とともに、先に述べたメンタル
ヘルスにさらに負荷がかかることは想像に
難くない。 
 以上のように、南米系外国人の子どものメ
ンタルヘルスは良好な状態にあるとは考え
にくい。この問題が行動化（不法行為など）
に結びつけば、解決は一層困難となり、また
政治的なバイアスがかかることで不幸な顛
末（たとえば移民排斥運動など）をたどるこ
ともまれではない（Keen et al., 2010）。そこで、
本研究では、南米系外国人の子どもたちの現
状を正しく把握し、その対策の基礎資料とす
ることを目指すこととした。 
 
２．研究の目的 
 
 南米系外国人の子どもを対象にした調査
を行い、疫学的手法を用いて、メンタルヘル
スと適応（困難）および就学状況との関連を解
析する。 
 
３．研究の方法 
 
 外国人集住都市である、浜松市内の民間外
国人学校（学校法人ムンド・デ・アレグリア）にお
いて、幼稚園～高校級に相当する幼児、児童、
生徒を対象とした疫学調査を行った。166名のペ
ルー・ブラジル籍の全対象者について、質問紙
を用いた担任教員による評価をおこなった。評
価に用いた質問紙には、年齢、性別など人口統
計学的情報のほか、スペイン語版またはポルト
ガル語版 Strengths and Difficulties Questionn
aire (SDQ: Goodman, 1997; 2001) を採用した。
SDQは、25項目からなる質問紙である。25項目
は0～2点で評点され、5領域に分けられる。すな
わち、情緒（抑うつと不安）、行為（非行と衝動
性）、注意欠陥、友人関係、向社会性を評価す
る。このうち4領域（情緒、行為、注意欠陥、友人
関係）の評点はメンタルヘルス・行動特性を反映
するものと考えられ、最高40点となる評点におい
て13点以上であると「要観察 (Some Need)」、16
点以上であると「要支援 (High Need) 」と判定
される。一方、向社会性の評点は望まれる適応
力を反映するものと考えられ、10点満点のうち6
点以上であると「適応力あり」と判定される（松石
ら、2009の基準を一部改変）。 
 統計解析には、Stata Version 10.1を用いた。 
 
４．研究成果 
 
(1) 調査票のあらまし 
 SDQ は、以下の構成となっており、それぞれ、
過去の約半年間を振り返り、以下の 25 項目の質



表 2．対象者のあらまし：年齢と性別 問に対して「当てはまらない」：0 点、「まあ当ては
まる」：1 点、「当てはまる」：2 点の 3 段階で回答
する。 
 
表 1．SDQ のあらまし 
 
「情緒」評価の質問項目 
頭がいたい，お腹がいたい，気持ちが悪いなど
と、よくうったえる 
心配ごとが多く、いつも不安なようだ 
おちこんでしずんでいたり、涙ぐんでいたりするこ
とがよくある 
目新しい場面に直面すると不安ですがりついた
り、すぐに自信をなくす 
こわがりで、すぐにおびえたりする 
「行為」評価の質問項目 
カッとなったり、かんしゃくをおこしたりする事がよ
くある 
素直で、だいたいは大人のいうことをよくきく（逆
転項目） 
よく他の子とけんかをしたり、いじめたりする 
よくうそをついたり、ごまかしたりする 
家や学校、その他から物を盗んだりする 
「注意欠陥」評価の質問項目 
おちつきがなく、長い間じっとしていられない 
いつもそわそわしたり、もじもじしている 
すぐに気が散りやすく、注意を集中できない 
よく考えてから行動する（逆転項目） 
ものごとを最後までやりとげ、集中力もある（逆転
項目） 
「友人関係」評価の質問項目 
一人でいるのが好きで、一人で遊ぶことが多い 
仲の良い友だちが少なくとも一人はいる（逆転項
目） 
他の子どもたちから、だいたいは好かれているよ
うだ（逆転項目） 
他の子から、いじめの対象にされたり、からかわ
れたりする 
他の子どもたちより、大人といる方がうまくいくよう
だ 
「向社会性」評価の質問項目 
他人の気持ちをよく気づかう 
他の子どもたちと、よく分け合う（おやつ・おもち
ゃ・鉛筆など） 
誰かが心を痛めていたり、落ち込んでいたり、 
嫌な思いをしているときなど、すすんで助ける 
年下の子どもたちに対してやさしい 
自分からすすんでよく他人を手伝う（親・先生・子
どもたちなど） 

 男児 女児 
4－7 歳 37 22 

8－10 歳 16 17 
11－14 歳 22 22 
15－17 歳 15 15 

全数 90 76 
 
表 3．対象者のあらまし：年齢と母国語 

 スペイン語 
(ペルー系) 

ポルトガル語
(ブラジル系) 

4－7 歳 10 49 
8－10 歳 5 28 

11－14 歳 17 27 
15－17 歳 9 21 

全数 41 125 
 
表 4．対象者のあらまし：年齢と在籍級 

 「幼児」
クラス 

「通常」
クラス 

｢虹の架
け橋｣* 

4－7 歳 29 31 2 
8－10 歳 1 29 3 

11－14 歳 0 42 2 
15－17 歳 0 28 2 

全数 30 130 9 
*「虹の架け橋」クラスは、文部科学省の支
援により、不登校児のために用意された学級
である。 
 
(3) メンタルヘルスと向社会性（適応）、要
支援の判定 
 
A.  メンタルヘルス 
図 1 に、各年齢層ごとのメンタルヘルス関連
4 項目の総点の平均を示した。オーストラリ
アにて発表された標準データと比し、4－7 歳
および 8－10 歳の 2 層において、高い平均点
を示した。 
 
図 1．SDQ のうち、メンタルヘルス関連 20
項目の総点を、男女・年齢ごとに平均したも
の。対象者（青）と標準データ（赤：Mellor, 
2005）を比較して示した。 

0
5

10
15

20

Female Male
4-7 8-10 11-14 15+ 4-7 8-10 11-14 15+

Mean of SDQ Score: Total Difficulties

Mundo Population Norm

 
 
(2) 対象者の概要 
 
166 名の対象者の内訳は、表 2、表 3 のようであ
る。   



メンタルヘルス関連 20 項目総点 40 点のうち、
16 点以上である「要支援」の児の数および割

は男児よりも低かったことが示され
。 

表 5． 象者のう 点以  

合は表 5～7 のようであった。 
 この結果から、本研究の対象者では低年齢
層にメンタルヘルスの問題が多く集積して
ることがわかった。男女別にみると、男児で
は 15 歳以上を除く各年齢層に要支援児が見
られ、20％近かったこと、女児では低年齢よ
りも思春期以降（ただし 15 歳以上を除く）
に要支援児がより多いこと、ただし要支援児
の割合
た
 

対 ち 16 上の「要支援」児
 人数 各年 に齢層の総数

対す 合 

15－
全数 20 12% 

る割
4－7 歳 8 14% 

8－10 歳 5 15% 
11－14 歳 7 16% 

17 歳 0 0% 

 
表 6． 児のうち 以上男 16 点 の「要支援」児 

 人数 各年 に齢層の総数
対す 合 

男児全数 16 18% 

る割
4－7 歳 8 22% 

8－10 歳 4 25% 
11－14 歳 4 18% 
15－17 歳 0 0% 

 
表 7． 児のうち 以上女 16 点 の「要支援」児 

 人数 各年 に齢層の総数
対する割合 

女児全数 4 5% 

4－7 歳 0 0% 
8－10 歳 1 6% 

11－14 歳 3 14% 
15－17 歳 0 0% 

 
 
 
B.

る

合を以下の表 8~16 に
ま

l 

て
う報告がある（Goodman & Scott, 

19

にやや多くみられる傾向が観察され
た

、

対し、女児ではそれが観察さ

年

示

である可能性が考えら
るからである。 

表 8．情緒障害児の可能性

  精神障害が示唆される児 
SDQのメンタルヘルス4領域得点を利用し

て、精神障害診断を示唆する指標を計算す
モジュールが開発されている（Goodman, 
2001）。これを利用して、以下の 3 障害の診
断の可能性が示唆される（原文では probable
となっている）児の割

とめ、検討した。 
★なお、3 障害とは、情緒障害（Emotiona

disorder、大うつ病障害および不安障害を含
む）、注意欠陥多動性障害、行為障害である。
その診断の妥当性は、有名な評価尺度である
Child Behaviour Checklist と比較しても優れ
いるとい

99）。 

その結果は深刻なものであった。 
 情緒障害（大うつ病性障害または不安障
害）の可能性が示唆される児の割合は、全体
として 4％程度であり、顕著な男女差は認め
られなかったが、男児の低年齢層、女児の高
年齢層
。 
注意欠陥多動性障害の可能性が示唆され

る児の割合は、全体で 10%に上った。男児で
15%、女児で 4%と、男女差が顕著であったが
男児で年齢とともにその割合が低下する様
相を示したのに
れなかった。 
 行為障害のデータは最も深刻であった。対
象者全体で 30%に障害が認められる可能性
が示唆された。男女差も顕著であった一方、
傾向として、男児において年齢とともにその
頻度が大きく低下する一方、女児における
齢に沿った低下傾向はより小さかった。 
 しかしながら、この結果の解釈には若干慎
重さが必要である。なぜなら、表 5~7 で示さ
れた結果、すなわち、4 領域の総得点から
唆される「要支援」性と整合性を欠き、
overestimate された値
れ
 
 

が示唆される児 
 人数 各年 に齢層の総数

対する割合 

15－
全数 7 4% 

4－7 歳 2 3% 
8－10 歳 1 3% 

11－14 歳 3 7% 
17 歳 1 3% 

 
表 9．男児のうち、情緒障害の可能性が示唆
される児 

 人数 各年 に齢層の総数
対する割合 

男児全数 3 3% 

4－7 歳 2 5% 
8－10 歳 1 6% 

11－14 歳 0 0% 
15－17 歳 0 0% 

 
表 10．女児のうち、情緒障害の可能性が示唆
される児 

 人数 各年 に齢層の総数
対する割合 

女児全数 4 5% 

4－7 歳 0 0% 
8－10 歳 0 0% 

11－14 歳 3 14% 
15－17 歳 1 7% 

 
 



 
表 16．女児

 
表 11．注 のうち、行為障害の可能性が示唆

される児 
意欠陥多動性障害の可能性が示唆さ

れる児 
 人数 各年 に齢層の総数

対す 合 

15－
全数 17 10% 

る割
4－7 歳 9 15% 

8－10 歳 6 15% 
11－14 歳 3 7% 

17 歳 0 0% 

 
表 12．男児のうち、注意欠陥多動性障害の可
能性が示唆される児 

 人数 各年 に齢層の総数
対す 合 

男児全数 14 15% 

る割
4－7 歳 8 21% 

8－10 歳 4 25% 
11－14 歳 2 9% 
15－17 歳 0 0% 

 
表 13．女児のうち、注意欠陥多動性障害の可
能性が示唆される児 

 人数 各年 に齢層の総数
対する割合 

女児全数 3 4% 

4－7 歳 1 4% 
8－10 歳 1 5% 

11－14 歳 1 4% 
15－17 歳 0 0% 

 
表 14．行為障害 性がの可能 示唆される児 

 人数 各年 に齢層の総数
対す 合 

15－
全数 50 30% 

る割
4－7 歳 20 33% 

8－10 歳 15 45% 
11－14 歳 11 25% 

17 歳 4 14% 

 
表 15．男児のうち、行為障害の可能性が示唆
される児 

 人数 各年 に齢層の総数
対す 合 

男児全数 37% 37% 

る割
4－7 歳 15 40% 

8－10 歳 9 57% 
11－14 歳 7 32% 
15－17 歳 2 13% 

 
 
 
 
 
 
 
 

 人数 各年 に齢層の総数
対す 合 

女児全数 17 22% 

る割
4－7 歳 5 23% 

8－10 歳 6 25% 
11－14 歳 4 18% 
15－17 歳 2 13% 

 
 
C.

ら、

力が低下している可能性が示唆される。 

タ（赤：Mellor, 2005）を比較して

 

割合は、以下の表 17~19 のようで
あ

表 17．対象者の 点以  

 向社会性（適応） 
SDQ の向社会性分野（5 項目）の得点か

対象児の向社会性について検討した。 
 まず、図 2 に、各年齢層ごとの向社会性総
点の平均を示した。オーストラリアにて発表
された標準データと比し、4－7 歳および 8－
10 歳の 2 層において、わずかに低い平均点を
示した。すなわち、この 2 年齢層において適
応
 
図 2．SDQ のうち、向社会性 5 項目の総点を、
男女・年齢ごとに平均したもの。対象者（青）
と標準デー
示した。 

ついで、向社会性得点が 4 点以下である「要
支援」児の
った。 
この結果は、全対象者のうち 25%に何らか

の支援が必要であることを示唆するととも
に、「要支援」児の割合に男女差が認められ
た。これは、メンタルヘルス 4 領域総得点か
ら得られた結果（表 5~7）と類似しているが、
その結果よりも「要支援」児の割合が高い。 

うち 4 下の「要支援」児
 人数 各年 に齢層の総数

対す 合 

15－

る割
4－7 歳 17 29% 

8－10 歳 11 33% 
11－14 歳 10 23% 

17 歳 3 10% 
全数 41 25% 

0
2

4
6

8

Female Male
4-7 8-10 11-14 15+ 4-7 8-10 11-14 15+

Mean of SDQ Score: Prosocial Behaviours

Mundo Population Norm



表 18．男児のう 以下ち 4 点 の「要支援」児 
 人数 各年 に齢層の総数

対す 合 

男児全数 27 30% 

る割
4－7 歳 12 32% 

8－10 歳 6 38% 
11－14 歳 7 32% 
15－17 歳 2 13% 

 
表 19．女児のう 以下ち 4 点 の「要支援」児 

 人数 各年 に齢層の総数
対す 合 

女児全数 14 18% 

る割
4－7 歳 5 23% 

8－10 歳 5 29% 
11－14 歳 3 14% 
15－17 歳 1 7% 

 

示されて
る（図 3，r= - 0.56, p<0.001）。 

判定の適

そこで、「要支援」の判断に当たり、メン
タルヘルス 4 領域総得点による判定と、向社
会性（適応力）得点による判定の整合性を検
討した。その結果、メンタルヘルスによる判
定と向社会性（適応力）による判定にはかな
りの程度の不整合があることが示された（表
20～22）。それぞれが対象児の行動特性や心
性の別々の側面を測定していることに基づ
く不整合であることが示唆された。ただし、
メンタルヘルス 4 領域総得点と向社会性得点
の相関においては、中等度の相関が
い
 
表 20．2 つの 合度  

向社会性による判定 メンタルヘ
ルスによる

判定 支援不要 要  
支

要支援 32 22 

支援

援不要 93 19 

 
表 21．男児における   2 つの判定の適合度

向社会性による判定 メンタルヘ
ルスによる

判定 支援不要 要  
支

要支援 20 16 

支援

援不要 43 11 

 
表 22．女児における   2 つの判定の適合度

向社会性による判定 メンタルヘ
ルスによる

判定 支援不要 要  
支

要支援 12 6 

支援

援不要 50 8 

 
 
 
D. 予測モデルの作成 
 これまでの結果を受けて、「メンタルヘル
ス得点に基づく要支援判定」「向社会性（適

応）得点に基づく要支援判定」を、統計学的
モデル（ロジスティック回帰モデル）を用い
て予測を試みた。いずれのモデルにおいても、
年齢、性別、母語、および、前者のモデルに
おいて年齢と性別の交互作用が有意に寄与
していた（結果略）。そこで、これらのモデ
ルを用いて、年齢・性別・母語ごとの要支援

対し、女児ではその逆の傾向がみら

クが

。
ニーズを探

必要があるものと考える。 

て「要支援」

「要支

度予測グラフを作成した（図 3、4）。 
 「メンタルヘルス得点に基づく要支援判
定」では、年齢と性別に交互作用が見られ、
その結果、図 3 に示したように、男児ではメ
ンタルヘルスの問題が年齢に従って小さく
なるのに
れた。 
 一方、「向社会性（適応）得点に基づく要
支援判定」では、男女とも年齢とともに向社
会性・適応度が上昇し、それに伴うリス
低下していくことが明らかとなった。 
 以上より、メンタルヘルスと向社会性の男
女ごと、年齢ごとに異なる属性が示された
このような違いに留意しながら
る
 
図 3．メンタルヘルス得点によっ
と判定される確率の予測グラフ 
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図 4．向社会性（適応）得点によって
援」と判定される確率の予測グラフ 
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 (4) 結果のまとめ 
 南米系外国籍の子どものメンタルヘルスに

が必要である可能性が

）
が必要である可能性が

齢ごとに大きく異なるもの

上）の女児であることが示唆

できないこと、の 2
挙げておきたい。 

者、研究分担者及び連携研究者に
下線） 

雑誌論文〕（計 0 件） 

いくつかの問題点が指摘された。 
 広くメンタルヘルスの観点から評価を

行うと、全体の 12％（男児 18％、女児 5％
に何らかの支援
示唆された。 

 注意欠陥多動性障害、行為障害が高頻度
に見出される可能性が高い。ただし、こ
の知見は慎重に解釈する必要がある。 

 向社会性（適応）の観点から評価を行う
と、全体の 25％（男児 30％、女児 18％
に何らかの支援
示唆された。 

 メンタルヘルスの観点からの評価と向
社会性（適応）の観点からの評価は全く
異なる結果を導き出した。また、それぞ
れの評価から得られる「要支援」性は、
男女ごと、年
であった。 

 メンタルヘルスの観点からの評価にお
いて、「要支援」児が見出されやすいの
は、低年齢（10 歳以下）の男児と、高年
齢（10 歳以
された。 

 研究の限界として、①サンプルサイズの問
題、②退学の影響を評価
点を
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